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総　論

核兵器を含む大量破壊兵器や通常兵器等関連物資の輸出規制は、世界の安全保障を取り巻く情勢
に大きく影響を受けてきた。すなわち、第二次世界大戦終結後の東西冷戦を背景に、共産圈への
戦略物資・技術の移転を防止することを目的とする対共産圏輪出統制委員会（ココム）が一九四
九年に発足、冷戦下ではココム加盟国による厳しい貿易管理が行われた。その後、１９９１年の
ソ連邦消滅等の経緯を経て冷戦が終了したことにより、ココム規制の内容も順次変化を遂げ、１
９９４年３月末にはココムが解体されるに至った。しかし、冷戦後の世界においても、通常兵
器、関連汎用品及び技術の移転に関する透明性の増人並びにより責任のある管理の必要性は依然
として高く、その実現を図るための新たな枠組みが、１９９６年７月、オランダのワッセナー市
において合意された。新たに締結された枠組みは、ワッセナー・アレンジメント（協定）と呼ば
れ、「地域の安定を損なう恐れのある通常兵器の過度の移転と蓄積を防止すること」を目的と
し、旧ココム加盟国（西側先進国）に加え、ロシア等旧東側諸国ほか２８ヶ国が加盟した（２０

2024/07/07 23:46 ココム違反事件

https://www.oocities.org/espionagehack/index3.html 1/10



００年１月現在３３ヶ国加盟）。

注①～表１「ココムとワッセナー・アレンジメントとの比較」参照

　他方、核兵器、生物兵器、化学兵器等の大量破壊兵器及びその運搬手段としてのミサイルの拡
散の防止に関しては、冷戦時代からその「拡散」の阻止を念頭に置いた貿易管理の国際的な枠組
みが構築されてきた。すなわち、核兵器関連では、ＮＰＴ（核不拡散条約）が発効した。また、
核関連で兵器に転用される可能性の高い汎用品の規制については、原子力供給国会議（ＮＳＧ）
による規制が導入された。一方、生物・化学兵器関連では、生物兵器については１９７５年に生
物兵器禁止条約（ＢＷＣ）が、また、化学兵器については１９９７年に化学兵器禁止条約（ＣＷ
Ｃ）が発効した。さらに、化学・生物兵器関連資材では、１９８５年に化学・生物兵器の原料及
び製造設備等の輪出規制であるオーストラリア・グループ（ＡＧ）による規制が導入された。ミ
サイル関連については、１９８７年に、大量破壊兵器の運搬に寄与し得るミサイル、その部品及
び製造設備等の輸出規制であるミサイル関連貨物・技術輸出規制（ＭＴＣＲ）が導入された。
　　注②～表２「国際的な輸出管理体制の概要」参照

我が国では、外国為替及び外国貿易法において、国際的な輸出管理の枠組みを踏まえた規定が整
備されている。また、下位法令である輸出貿易管理令、その他省令、通達等に基づき、実際の輸
出管理体制が運用されている。
　不安定な国際情勢の中で大量破壊兵器等の不拡散を目指す輪出規制の国際的枠組みを維持し、
国際社会の一員として我が国がその責任を果たしていくためには、貿易管理体制を適正に運営す
る必要がある。とりわけ、我が国においては、この種の兵器その他に用いられる可能性のある高
度な技術あるいはそのような技術を使用した物品、装置等が数多く開発、生産されており、適切
な貿易管理体制の確立について各国からの要請も強いところである。したがって、不正輪出事案
の厳正な取締りにより、こうした各国からの期待に応えるとともに、我が国自体の安全について
も確保していくことが重要である。

2024/07/07 23:46 ココム違反事件

https://www.oocities.org/espionagehack/index3.html 2/10



　進展実業ココム違反事件（対ソ連） ●昭和４１年１０月２３日　神奈川県警察検挙
　この事件は、対ソ連貿易商社
　　株式会社進展実業　専務取締役　Ａ
　　神港精機株式会社　第一事業部長　Ｂ
らが、ココム規制対象品である
　ゲルマニウムトランジスター製造設備一式
をソ連向けに不正輸出したココム違反事件である。
　Ａらは、昭和３８年４月、全ソエ業技術輸入公団とココム規制対象品であるゲルマニウムトラ
ンジスター製造設備一式の輸出契約を締結し、契約を分割あるいは名称を一般的なものに変更し
て用途を不明確にし、昭和３９年９月及び同１２月の２回にわたって、通商産業大臣の承認を受
けることなく、ソ連に不正輸出していた（価格合計２億８０６万円）。
　神奈川県警察は、昭和４０年１０月２３日、Ａを逮捕した。昭和４７年８月７日、横浜地方裁
判所において、外国為替及び外国貿易管理法違反等で、法人「（株）進展実業」は罰金１０００
万円、Ａは懲役１年２月、執行猶予２年、Ｂは懲役４月、執行猶予２年の判決を受けた。

　兵庫県貿易ココム違反事件（対中国） ●昭和４４年７月兵庫県警察検挙
　この事件は、対中国貿易商社
　　兵庫県貿易株式会社　輸出担当営業部長　Ａ
　　株式会社国際機械振動研究所　取締役大阪製造部長　Ｂ
らが、ココム規制対象品である振動試験装置振動台付駆動コイルを中国向けに不正輸出しようと
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したココム違反事件である。
　Ａらは、中国機器公司とココム規制対象品である振動試験装置振動台付駆動コイルの輸出契約
を締結し、昭和４４年７月２２日、冷却装置にあらかじめ取り付けたタンク内に同貨物を隠蔽
し、税関長の輸出許可を受けることなく、中国に不正輸出しようとしていた（価格合計７０万
円）。
　兵庫県警察は、昭和４４年７月２４日、Ａ、Ｂらを逮捕した。昭和５０年７月２２日日、神戸
地方裁判所において、関税法違反（未遂） で、法人「兵庫県貿易（株）」は罰金１５万円、Ａは
罰金７万円の判決を受け、昭和５０年１月１４日、法人「（株）国際機械振動研究所」は罰金３
０万円、Ｂは罰金１５万円の判決を受けた。

　東明貿易ココム違反事件（対中国） ●昭和６２年３月２７日　兵庫県警察検挙
　この事件は、対中国貿易商社
　　東明貿易株式会社　営業部長　Ａ
が、ココム規制対象品であるシグナル・ジェネレーター（信号発信機）等を中国向けに不正輸出
したココム違反事件である。
　Ａは、「祖国の四つの現代化」に貢献するためとして、中国電子技術進出口公司等とココム規
制対象品であるシグナル・ジェネレーター等の輸出契約を締結し、昭和５９年４月から６１年１
月までの間に前後１２回にわたって、通商産業大臣の承認を受けることなく（価格合計１８７０
万円）、かつ、税関長の許可を受けないで（価格合計６６５１万円）、旅客機で出国する際の社
員の託送品として、中国に不正輸出していた。
　兵庫県警察は、昭和６２年３月２７日、東明貿易側及びＡらを神戸地方検察庁に書類送致し、
昭和６２年１０月２７日、神戸地方裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法、関税法違反
で、法人「東明貿易（株）」は罰金１００万円、Ａは懲役１年、執行猶予３年の判決を受けた。

　東明商事ココム違反事件（対北朝鮮）
　この事件は、対北朝鮮貿易商社
　　東明商事株式会社東京支店　営業部長　Ａ
　　穂高電子株式会社　営業部長　Ｂ
らが、ココム規制対象品であるシンクロ・スコープ等を北朝鮮向けに不正輸出したココム違反事
件である。
　Ａらは、軍の資機材調達機関等から働き掛けを受け、北朝鮮竜岳山貿易等とココム規制対象品
であるシンクロ・スコープ等の輸出契約を締結し、昭和６０年１０月から６１年８月までの間に
前後９回にわたって、通商産業大臣の承認を受けることなく（価格合計９４５万円）、かつ、税
関長に虚偽の輸出申告をし又は税関長の許可を受けないで（価格合計２８６０万円）、北朝鮮に
不正輸出していた。
　静岡県警察は、昭和６２年５月２５日、東明商事備、Ａ、Ｂらを静岡地方検察庁に書類送致
し、平成元年１０月２５日、静同地方裁判所において、関税法違反、外国為替及び外国貿易管理
法違反で、法人「東明商事（株）」は罰金５０万円、Ａは懲役６月、執行猶予３年の判決を受け
た。また、昭和６３年１月１８日、静岡簡易裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法違反
でＢは罰金１５万円の判決を受けた。
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　東芝機械ココム違反事件（対ソ連） ●昭型６２年５月２７日警視庁検挙
　この事件は、大手工作機械メーカー
　　東芝機械株式会社　鋳造部長　Ａ
　　第二技術部専任次長　Ｂ
らが、対ソ連貿易商社、和光交易（株）の仲介で、ココム規制対象品である、同時九軸制御プロ
ペラ加工機である大型金属工作機械とその付属品をソ連向けに不正輸出するとともに、同工作機
械の使用に係る技術の役務提供を行っていたココム違反事件である。
　Ａらは、ソ連の情報機関員とみられる
　　全ソ技術機械輸入公団幹部
　　　セドフ・Ｖ ・Ａ
　　　オシボフ・Ｉ ・Ａ
　　　トロイッキー・Ａ ・Ｐ
らから不正輸出工作を受けた和光交易（株）の仲介で、昭和５７年１２月から５８年６月までの
間、ココム規制対象品である同時九軸制御プロペラ加工機である大型金属工作機械４台（価格合
計４１億２５００万円）を輸出するに際し、ココム規制を受けない同時二軸制御の大型立旋盤で
あると偽って通商産業大臣の「非該当証明」を受けて、ソ連に不正輸出していた。さらに、昭和
５９年６月、通商産業大臣の承認を受けることなく、同工作機械の部分品であるスナウトを不正
輸出し、同年７月、通商産業大臣の許可を受けることなく、修正プログラムをソ連に不正輸出し
ていた。警視庁は、昭和６２年５月２７日、Ａ、Ｂを逮捕した。昭和６３年３月２２日、東京地
方裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法違反で、法人「東芝機械船」は罰金２００万
円、Ａは懲役１０月、執行猶予３年、Ｂは懲役１年、執行猶予３年の判決を受けた。
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　極東商会等ココム違反事件（対中国） ●昭和６３年５月１７日警視庁検挙
　この事件は、対中国貿易商社
　　株式会社極東商会　常務取締役　Ａ
　　　　　　　　　　　　　　　輸入特貨課長　Ｂ
　　新生交易株式会社　取締役貿易部長　Ｃ
らが、ココム規制対象品であるサンプリング・オシロスコープ等を中国向けに不正輸出したココ
ム違反事件である。
　Ａらは、中国儀機進出回公司等とココム規制対象品であるサンプリング・オシロスコ―プの輸
出契約を締結し、昭和６０年６月ころから６１年１１月までの間に前後八回にわたって、通商産
業大臣の承認を受けることなく（価格合計７６２７万円）、税関長の詐可を受けないで（価格合
計７９４４万円）、旅客機で出国する際の社員の託送品として、中国に不正輸出していた。
　警視庁は、昭和６３年５月１７日、Ａ、Ｂ、Ｃを逮捕した。　１０月２７日、東京地方裁判所
において、外国為替及び外国貿易管理法、関税法違反で、法人「（株）極東商会」は罰金２００
万円、Ａは懲役１年、執行猶予３年、Ｂは懲役８月、執行猶予３年の判決を受け、６月６日、東
京簡易裁判所において、同法違反で、法人「新生交易（株）」、Ｃはそれぞれ罰金２０万円の判
決を受けた。
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　商工連幹部に係るコヨム違反事件（対北朝鮮）●平成元年２月７日　新潟県警察検挙
　この事件は、在日朝鮮人の商工連幹部が、ココム規制対象品であるパーソナルコンピュータ、
ＩＣ等を北朝鮮向けに不正輸出しようとした事件である。
　商工連の幹部が、昭和６３年９月２日、北朝鮮に一時帰回する際、ココム規制対象品であるパ
ーソナルコンピュータ、ＩＣ （集積回路）等を日用品と偽って輸出申告し、通商産業大臣及び税
関長の輸出許可を受けないで
、北朝鮮の貨客船で不正輸出しようとしていた（価格合計約４５０万円）。
　　新潟県警察は、平成元年２月２０日、商工連幹部を逮捕した。同年３月３１日、
新潟簡易裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法並びに関税法違反で、罰金２０万円の判
決を受けた。

　　ダイキンエ業ココム違反事件（対ソ連） ●平成元年２月２０日大阪府警察検挙
　この事件は、化学薬品等製造メーカー
　　ダイキンエ業株式会社　営業企画部課長　Ａ
が、ココム規制対象品であるフロン液体の純度を偽ってソ連向けに不正輸出していた事件であ
る。
　Ａは、昭和６１年３月から６２年５月までの間に１４回にわたり、全ソガス輸出入公団の要請
を受け、ココム規制対象品である高純度のダイフロン（フロン系液体） の純度を偽って税関長に
虚偽の輸出申告をし、通商産業大臣の承認を受けることなくソ連に不正輸出していた（輸出申告
価格約３億５０００万円）。大阪府警察は、平成元年２月２０日、Ａを逮捕した。同年１０月１
７日、大阪地方裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法並びに関税法違反で、法人「ダイ
キンエ業船」は罰金２００万円、Ａは懲役１０月、執行猶予３年の判決を受けた。

　プロメトロンテクエクスココム違反事件（対東独）●平成元年７月６日　警視庁検挙
　この事件は、電子機器製造メーカー
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　　株式会社プロメトロンテクエクス　代表取締役社長　Ａ
がココム規制対象品である半導体製造装置　「マスクアライナー」を東独向けに不正輸出したコ
コム違反事件である。
　Ａは、東独公団とココム規制対象品である半導体製造機器等の輸出契約を締結し、通商産業大
臣の輸出承認及び税関長の輸出許可を受けることなく、韓国のダミー会社を通して昭和６２年６
月から９月にかけ３回にわたり、計４セット（約５億６０００万円）を東独に輸出していた。
　また、昭和６２年２月から３月にかけて、原子炉の制御棒用に使われる高性能素材ハフエウム
ワイヤー約１０キログラム（約４５０万円）を旅行会社職員らに携帯品として日トレーターズコ
コム違反事件(対中国)146ハンドキャリーにより東独に不正輸出していた。
　警視庁は、平成元年７月６日、Ａを逮捕した。平成元年１１月２８日、東京地方裁判所におい
て、外国為替及び外国貿易管理法並びに関税法違反で法人「開プロメトロンテクニクス」は罰金
５００万円、Ａは懲役２年、執行猶予４年の判決を受けた。

　日本航空電子工業に係る武器部分品不正輸出事件（対イラン）●平成３年８月２８日　警視庁
検挙
　この事件は、航空機器製造メーカー
　　日本航空電子工業株式会社　代表取締役社長　Ａ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 相談役　Ｂ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 専務取締役　Ｃ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 取締役支配人　Ｄ
らが、外国為替及び外国貿易管理法で輸出が規制されているＦ－４ジェット戦闘機に装備される
空対空ミサイルの部分品であるローレロンを、シンガポール経由でイランに不正輸出していた事
件である。
　Ａらは、昭和６３年５月から平成元年四月にかけて、前後１３回にわたりＦ１４ジェット戦闘
機に装備される空対空ミサイルの部分品である飛行安定装置ローレロンを民生用であると使用目
的を偽り、通商産業大臣及び税関長の許可を受けずに、シンガポール経由で当時イラクと交戦中
のイランに不正輸出していた。
　警視庁は、平成３年８月２８日、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを逮捕した。平成４年４月２３日、東京地方
裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法並びに関税法違反で、法人「日本航空電子工業
（株）」は、罰金５００万円、Ａら４人は、懲役２年、執行猶予３年の判決を受けた。
　なお、この事件は、武器輸出三原則を踏まえた規制対象についての不正輸出事件として初めて
の検挙である。

　トレーターズココム違反事件（対中国） ●平成６年３月２８日　警視庁検挙
　この事件は、対中国貿易商社
　　株式会社トレーターズ　代表取締役　Ａ
　　　　　　　　　　　　　　　　 社員　Ｂ
らが、ココム規制対象品である電子機器を中国に不正輸出していた事件である。
　Ａらは、平成５年７月及び１０月の２回にわたり、微量の光を増幅して画像処理する電子機器
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であるイメージ増強管を、通商産業大臣及び税関長の輸出許可を受けないで、帰回する社員家族
らに携帯品としてハンドキャリーにより中国に不正輸出していた。警視庁は、平成６年３月２８
日、Ａ、Ｂを逮捕した。両人とも、平成６年５月７日、東京簡易裁判所において、外国為替及び
外国貿易管理法並びに関税法違反で、罰金３０万円の判決を受けた。

　東亜技術工業外為法違反事件（対北朝鮮） ●平成８年４月８日警視庁検挙
　この事件は、対北朝鮮貿易商社
　　東亜技術工業株式会社　社員　Ａ
が、外国為替及び外国貿易管理法で化学製剤として輸出規制されているフッ化水素酸及びフッ化
ナトリウムを、通商産業大臣の許可を受けずに、輸出託送品として北朝鮮に不正輸出していた事
件である。
　Ａは、平成８年１月、大阪港入港中の北朝鮮船舶にフツ化ナトリウム５０キログラムを、続い
て２月、神戸港入港中の北朝鮮船舶にフツ化水素酸５０キログラムを、それぞれ輸出託送品とし
て積み込み、北朝鮮に不正輸出していた。
　フッ化水素酸及びフッ化ナトリウムは、化学，生物兵器の原材料及び製造設備等の輸出規制で
あるオーストラリアグループの規制対象であり、緊急支援米を送るための北朝鮮船籍貨物船を利
用して、通産大臣の許可を受けずに輸出していたことが明らかとなった。
　兵庫県警察は、平成８年４月８日、Ａを逮捕した。平成８年５月７日、神戸簡易裁判所におい
て、外国為替及び外国貿易管理法違反で、罰金２０万円の処分が決定した。

　菱光社等外為法違反事件（対中国） ●平成１１年２月６日警視庁検挙
　この事件は、光学機器専門商社
　　株式会社菱光社　代表取締役専務　Ａ
らが、外同為替及び外国貿易管理法で輸出が規制されている測定装置を中国に不正輸出していた
外為法等違反事件である。
　Ａは、核兵器の開発又は製造に用いられ得る工作機械その他の装置として全地域に対する輸出
が規制されている測定装置を、韓国向けと偽って輸出申告し、通商産業大臣の許可を受けること
なく、平成８年１２月、中国に不正輸出した。同輸出に際しては、税関長に対しても韓国向けの
輸出である旨申告した。また、通商産業大臣の許可を受けることなく、平成９年２月、技術社員
らを中国に派遣し、当該貨物の据え付け・検収など不正な役務取引を行わせた。
　警視庁は、平成１１年２月６日、Ａを逮捕した。平成１１年７月２９日、東京地方裁判所にお
いて、外国為替及び外国貿易管理法並びに関税法違反で、法人「（株）菱光社」は罰金２００万
円、Ａは懲役１０月、執行猶予３年の判決を受けた。
　なお、この事件は、我が国では初めての核兵器関連貨物に係る不正輸出事件の摘発として社会
的に注日を集めた。

　サンビームに係る武器部分品不正輸出事件（対イラン）●平成１２年１月１２日　警視庁検挙
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　この事件は、光学機器専門商社
　　株式会社サンビーム　代表取締役　Ａ
　　　　　　　　　　　　　　　 代表取締役　Ｂ
らが対戦車ロケット砲の部分品をイランに不正輸出していた外為法違反事件である。Ａらは、対
戦車ロケット砲（ＲＰＧ －７）専用光学照準器の部分品である鏡内目盛板「レチクル」を複製製
造し、事情を知らない通関業者等を通じ、平成７年４月及び１２月に、通商産業大臣の許可を受
けずにイランに向け不正に輸出していた。警視庁は、平成１２月１月１２日、Ａ、Ｂを逮捕し
た。両名とも４月１２日、東京地方裁判所において、外国為替及び外国貿易管理法違反で、懲役
２年、執行猶予４年、罰金１５０万円の判決を受けた。

参考　国際交易ココム違反事件（対ソ連・東欧）●昭和６０年１１月２１日　横浜税関告発
　この事件は、在ソ連貿易商社
　　国際交易株式会社　営業第一部長　Ａ
　　　　　　　　　　　　　　 営業第一部長代理　Ｂ
らが、ココム規制対象品である数値制御装置付工作機械用自動プログラミング装置のコンピュー
タ等をソ連向けに不正輸出したココム違反事件である。
　Ａらは、全ソエ作機械輸入公団とココム規制対象品である数値制御装置付工作機械用自動プロ
グラミング装置のコンピュータ等の輸出契約を締結し、昭和５８年７月から６０年３月までの間
に前後１４回にわたって、コンピュータ一６台等の貨物を、税関長の許可を受けることなく、旅
客機で出国する際の社員の託送品として、ソ連及びポーランドに不正輸出していた（価格合計９
８６７万円）。
　横浜税関は、昭和６０年１１月２１日、国際交易佛、Ａらを横浜地方検察庁に告発し、昭和６
１年１０月２２日、東京地方裁判所において、関税法違反で、法人「国際交易佛」は罰金１００
万円、Ａは懲役１０月、執行猶予２年、Ｂは懲役６月、執行猶予２年の判決を受けた。
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